
議案第２号  

 

市川市税条例の一部改正について  

 

市川市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

平成２９年６月１６日提出  

市川市長  大 久  保  博  

 

 

 

市川市条例第  号  

市川市税条例の一部を改正する条例  

第１条 市川市税条例（昭和２９年条例第１２号）の一部を次のように改正す

る。  

第６１条の次に次の１条を加える。  

（法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合）  

第６１条の２  法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合は、

３分の１とする。  

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は、３分の１と

する。  

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する条例で定める割合は、３分の１と

する。  

附則第５条第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附則第１０条の２第７項を同条第８項とし、同条第６項の次に次の１項を

加える。  

７ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は、３分の１とす

る。  

第２条 市川市税条例の一部を次のように改正する。  



附則第１０条の２第８項を同条第９項とし、同条第７項の次に次の１項を

加える。  

８ 法附則第１５条第４５項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。  

附 則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から

施行する。  

⑴  第１条中市川市税条例第６１条の次に１条を加える改正規定及び同条

例附則第１０条の２第７項を同条第８項とし、同条第６項の次に１項を加

える改正規定並びに附則第３条の規定  公布の日  

⑵  第１条中市川市税条例附則第５条第１項の改正規定及び次条の規定  

平成３１年１月１日  

⑶ 附則第４条の規定 平成３１年１０月１日  

⑷ 第２条の規定  都市緑地法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第

２６号）の施行の日  

（市民税に関する経過措置）  

第２条 第１条の規定による改正後の市川市税条例（以下「新条例」という。）

附則第５条第１項の規定は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例

による。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第３条 新条例第６１条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。  

（市川市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第４条 市川市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第１２号）の

一部を次のように改正する。  



附則第４条第５項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例」

を「市川市税条例」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同条例の」を加え、

同項の表を次のように改める。  

第８２条第２号イ(ﾛ) ３,９００円  ３,１００円  

第８２条第２号イ(ﾊ) (ⅰ) ６,９００円  ５,５００円  

１０,８００円  ７,２００円  

第８２条第２号イ(ﾊ) (ⅱ) ３,８００円  ３,０００円  

５,０００円  ４,０００円  

附則第１６条  第８２条  市川市税条例等の

一部を改正する条

例（平成２６年条

例第１２号。以下

こ の 条 に お い て

「平成２６年改正

条例」という。）附

則第４条第５項の

規定により読み替

えて適用される第

８２条  

附則第１６条の表第２号

イ(ﾛ)の項  

第２号イ(ﾛ) 平成２６年改正条

例附則第４条第５

項の規定により読

み替えて適用され

る第８２条第２号

イ(ﾛ) 

３,９００円  ３,１００円  

附則第１６条の表第２号

イ(ﾊ) (ⅰ)の項  

第２号イ(ﾊ) (ⅰ) 平成２６年改正条

例附則第４条第５

項の規定により読

み替えて適用され

る第８２条第２号

イ(ﾊ) (ⅰ) 

６,９００円  ５,５００円  

 



 １０,８００円  ７,２００円  

附則第１６条の表第２号

イ(ﾊ) (ⅱ)の項  

第２号イ(ﾊ) (ⅱ) 平成２６年改正条

例附則第４条第５

項の規定により読

み替えて適用され

る第８２条第２号

イ(ﾊ) (ⅱ) 

３,８００円  ３,０００円  

５,０００円  ４,０００円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



理  由  

 

地方税法の改正に伴い、事業所内保育事業等の用に供する家屋及び償却資

産等に対して課する固定資産税の課税標準に係る特例の割合を定めるとと

もに、控除対象配偶者の名称を改めるほか、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。  


